
宮崎県社会福祉施設等整備及び法人設立審査要綱 

 

平 成 １ ４ 年 １ 月 １ ５ 日 

福祉保健部指導監査・援護課 

 （目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条に規定する社会福祉事

業を行う施設、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老

人保健施設及び同条第２９項に規定する介護医療院（以下「施設」という。）の整備並び

に社会福祉法第３１条に規定する社会福祉法人（以下「法人」という。）の設立に関し事

前に審査を行い、もって適正かつ公正な施設の整備及び運営の確保を図ることを目的とす

る。 

（審査の対象） 

第２条 この要綱による審査は、次の各号のいずれかに該当する場合で、施設種別ごとに定

める老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）、介護保険法、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、子ども・子育て支援

法（平成２４年法律第６５号）に基づく県計画及び市町村計画に適合するものを対象とす

る。 

(１) 国庫補助又は県費補助を受けて施設整備（創設、増築、改築又は大規模修繕（壁や

柱などについて過半の修繕を行うものに限る。））を行う場合（保育所、幼保連携型認

定こども園及び子育て支援のための拠点施設を除く。） 

(２) 法人を設立する場合 

（申請手続） 

第３条 施設の整備計画（第３条の２で定める整備計画を除く。）及び法人の設立の適否に

ついて審査を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、施設整備予定地の市町村

長に別表１に定める関係書類（以下「関係書類」という。）を提出するものとする。 

２ 関係書類を受理した市町村長は、申請者の社会福祉事業等に対する熱意、施設の内容、

資金等の事業計画等を審査し、施設種別ごとに県計画及び市町村計画との整合性を十分に

考慮の上、知事の審査を受けることが適当かどうか判断するものとする。 

３ 市町村長は、前項により知事の審査を受けることが適当であると判断したものについて

は、申請に対する意見書及び同一施設種別を複数申請する場合は、施設種別ごとに推薦順

位並びにその根拠を関係書類に付し（以下「関係書類等」という。）、県指導監査・援護

課に提出するものとする。 

（療養病床等の転換整備に係る申請手続） 

第３条の２ 療養病床等（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定

する療養病床及び同項第５号に規定する一般病床のうち療養病床（地域包括ケアシステム

の強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５２号）第３条及

び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の

介護保険法第４８条第１項第３号の指定を受けた同法第８条第２６項に規定する指定介護

療養型医療施設を除く。）とともに、同一病院又は同一診療所内にあり、当該療養病床と

ともに転換を図ることが合理的であると認められるものをいう。）の転換に係る施設の整

備計画の適否について審査を受けようとする者は、施設整備予定地の市町村長に別表２に

定める関係書類を提出するものとする。 

２ 関係書類を受理した市町村長は、申請に対する意見書を前項の関係書類に付し、県長寿

介護課に提出するものとする。 

（審査） 

第４条 知事は、第３条により提出された関係書類等について、県が定める施設整備計画、

関係法令、厚生労働省の通知（「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び



社会福祉施設に対する指導監督の徹底について（平成１３年７月２３日付け雇児発第４８

８号、社援発第１２７５号、老発第２７４号）」、「社会福祉法人の認可について（平成

１２年１２月１日付け障第８９０号、社援第２６１８号、老発第７９４号、児発第９０８

号）」）及び社会福祉施設等整備等審査基準（別紙）に基づき、施設の整備計画及び法人

の設立の適否について審査するものとする。 

２ 知事は、前項の規定に基づく審査を行うため、宮崎県社会福祉施設等整備及び法人設立

審査会（以下「審査会」という。）を置くものとする。 

３ 知事は、審査の結果を申請者、市町村長に通知するものとする。 

（療養病床等の転換整備に係る審査） 

第４条の２ 知事は、第３条の２により提出された関係書類等について、県が定める施設整

備計画、関係法令及び社会福祉施設等整備等審査基準（別紙）に基づき、施設の整備計画

の適否について審査するものとする。 

２ 知事は、審査の結果を申請者、市町村長に通知するものとする。 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、審査事務に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１４年１月１５日から施行する。 

２ 宮崎県社会福祉施設及び法人審査要綱（昭和５９年７月１日定め）は廃止する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年１０月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年９月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１０月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年１月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年１２月１１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年６月３日から施行する。 

 

 

 

 



別紙（第４条関係） 

 

社会福祉施設等整備等審査基準 

 

１ 基本的要件 

(1) 施設の整備は、地域の福祉需要に対応したものであって、かつ、長期的展望に立脚し

たものであり真に必要であると認められるものであること。 

(2) 施設の整備は、県内の状況に応じ、計画的かつ適正な配置を要するものであり、県の

定める施設整備計画に適合するものであること。 

(3) 施設の整備について、設置予定地の市町村が積極的に促進し、かつ、その協力が得ら

れること。 

 

２ 設置場所に関する要件 

(1) 交通事情、地理的条件等から施設がその機能を十分に発揮し、かつ、地域社会との交

流が可能な位置にあること。 

(2) 土地利用規制法令等により土地利用に支障がないこと。 

(3) 入所者等の健康管理、治療等を行うことができる医師が施設の近くで確保できること

。 

３ 施設の用地、建物及び設備に関する要件 

(1) 施設の規模及び質は、施設の種別、当該地域における要入所者数等の現状、法人の資

金状況等から適正なものであること。 

(2) 施設の設備は、施設の設備に関して関係法令等に定める最低基準を満たし、それぞれ

の設備の持つ機能を十分に発揮し得る広さが確保されていること。 

(3) 施設開設時において、施設の経営に必要な機械・器具及び什器備品を備えていること

。 

(4) 施設の敷地は、入所者等の処遇及び災害時の避難場所等を勘案して支障のない広さを

確保すること。 

 

４ 建設資金に関する要件 

(1) 建設資金の計画は、適正かつ確実なものであること。 

(2) 建設資金の財源は、国県補助金又は公益補助金等（ＪＫＡ補助金、日本財団助成金を

いう。）、市町村補助金、借入金及び建設自己資金（寄附金を含む）に区分して計画を

立てるものとし、独立行政法人福祉医療機構等からの借入額については、償還金につい

て寄付する贈与契約者の年齢、所得及び資産の状況等から償還に支障のない範囲内の額

であること。 

 

５ その他 

既設法人が施設整備をする場合は、法人の役員及び資産に関しては法人設立に関する基

準を準用して審査するほか、次に掲げる事項について審査するものとする。 

(1) 法人の定款及び法人の組織、財務その他の法人運営に関する諸規程 

(2) 施設の入所者等の処遇等施設経営に関する諸規程 

(3) 県が実施した指導監査の結果及びそれに対する改善状況 



別表１（第３条関係）

様式番号及び名称

添付書類

様式第１号（社会福祉法人等審査申請書） ○ ○

法人登記簿謄本 × ○

様式第２号（社会福祉施設等の整備等に関する意見書） ○ ○

様式第３号（社会福祉施設等整備調書） ○ ○

寄附金及び寄附する不動産の贈与契約書及び印鑑証明書 ○ △

整備予定地の不動産登記簿及び字図の謄本 ○ ○

建設自己資金に係る資産証明書 ○ ○

施設の位置図、平面図及び部屋別面積表 ○ ○

整備予定地付近の見取図（取付道路を明示したもの） ○ ○

工事見積書 ○ ○

初度設備の種類・数・金額の一覧表及び経費見積書 △ △

新規借入金償還計画表（償還財源が明記されているもの） △ △

既借入金償還計画表（償還財源が明記されているもの） △ △

整備予定地の不動産売買契約書又は確約書 △ △

整備予定地の不動産無償貸与契約書又は確約書 △ △

施設長の資格証明書（新設の場合のみ） △ △

様式第４号（新設社会福祉法人調書） ○ ×

理事・監事・評議員の履歴書 ○ ×

様式第５号（既設社会福祉法人等調書） × ○

過去２年間の法人決算書 × ○

申請当該年度の法人予算書 × ○

役員・評議員の履歴書 × ○

様式第６号（資産申立書） ○ △

資産申立者の所得証明書 ○ △

資産申立する不動産の評価額証明書及び登記簿謄本 ○ △

○ △

印鑑証明書 ○ △

様式第７号（審査対象社会福祉施設等の概要書）　 ○ ○

様式第８号（医療法人からの寄附に関する調書）　 △ △

その他

整備予定地の現況写真（カラーコピーしたもの） ○ ○

整備に係る工程表 ○ ○

整備完成後の施設運営に係る収支見込計算書 ○ ○

その他県が必要と認める書類 △ △

※　○は必ず提出するもの、△は必要に応じて提出するもの、×は提出の必要がないもの。

※　提出書類はＡ４版又はＡ３版とすること。

資産申立者の預金等残高証明書、その通帳等の写し及びそれ
らを担保に借入をしていないことを証明するもの

新規法人 既設法人



別表２（第３条の２関係）

様式番号及び名称

添付書類

様式第９号（療養病床等転換整備審査申請書） ○

法人登記簿謄本 ○

様式第１０号（療養病床等転換整備に関する意見書） ○

様式第１１号（療養病床等転換整備調書） ○

寄附金及び寄附する不動産の贈与契約書及び印鑑証明書 △

整備予定地の不動産登記簿及び字図の謄本 ○

建設自己資金に係る資産証明書 ○

施設の位置図、平面図及び部屋別面積表 ○

整備予定地付近の見取図（取付道路を明示したもの） ○

整備予定地の現況写真（カラーコピーしたもの） ○

工事見積書 ○

整備に係る工程表 ○

整備完成後の施設運営に係る収支見込計算書 ○

新規借入金償還計画表（償還財源が明記されているもの） △

既借入金償還計画表（償還財源が明記されているもの） △

整備予定地の不動産売買契約書又は確約書 △

整備予定地の不動産無償貸与契約書又は確約書 △

様式第１２号（申請法人調書） ○

過去２年間の法人決算書 ○

申請当該年度の法人予算書 ○

様式第１３号（審査対象社会福祉施設等の概要書）　 ○

その他県が必要と認める書類 △

※　○は必ず提出するもの、△は必要に応じて提出するもの。

※　提出書類はＡ４版又はＡ３版とすること。

要否（※）



別記 

様式第１号（第３条関係） 

 

 宮 崎 県 知 事  殿 

 

 

社 会 福 祉 法 人 等 審 査 申 請 書 

 

申 

 

請 

 

者 

住    所 

（主たる事務所所在地） 

 

            （電話番号                ） 

氏    名 

法人名称及び

代 表 者 氏 名 

 

印 

 

申 請 年 月 日  

整 

 

備 

 

予 

 

定 

 

施 

 

設 

建 築 予 定 年 度  

所   在   地  

名       称  

施 設 種 別  

法人設立の趣旨及び創設の理由（既設法人にあっては、施設整備の理由）  

 

 



様式第２号（第３条関係） 

 

社 会 福 祉 施 設 等 の 整 備 等 に 関 す る 意 見 書 

 

１ 当該施設の必要性  

 

２ 当該施設の立地条件  
                                                                       

(1) 交通事情・周囲の環境 

 

(2) 土地利用規制の状況(都市計画法、建築基準法、農地法、農振法及び排水関係について具体的に記

入すること。) 

 

  (3) その他  

 

３ 総括的意見 

 

※ 同一施設種別を複数申請する場合、別添推薦書を提出すること。 

 

 上記のとおり社会福祉施設等の整備に関し意見を具申します。 

      年  月  日 
 

 市町村長              印 

 

 宮 崎 県 知 事  殿  

 



 

  （別添） 

 

推      薦      書 

                                                                                                    

                 

施設種別： 

 
 

推薦順位 法  人  名 施   設   名 

   

   

   

   

   

（理由）  

 

 



様式第３号（第３条関係） 

社 会 福 祉 施 設 等 整 備 調 書 

１ 法人名及び事務所所在地                  ２ 施設名及び施設所在地 

法人名  
 

施設名  

所在地  所在地  

３ 施設種別                                 ４ 定員及び現員 

        

 （根拠法）              法による 
(1) 新 設 定 員        人 

(2) 増 設 

                         

（種 別）                         

 

 

 

  定     員   現   員 

(  月  日現在) 現 在 増 員 計 

     人      人      人                人 

５ 施設整備必要条件 

 (1) 対象地域概況（   年  月  日現在） 

対象地域名 
既 存 の 施 設      

施設数 定員数 現員数 

    箇所      人      人      

         

         

         

         

 （注）空欄には、既存施設の充足率、対象人口、入所待機者数等必要な事項及び数値を記入すること。 

 (2) 立地条件 

 

  

 

  

 

 

 

交通事情等 
 

環   境 
 

そ の 他 
（土地利用規制、取付道路、生活用水、排水路等の状況） 

 

６ 経 費 

構造 区  分 面 積 
工事費内訳 設  備  費 

補助額 
員数 単価 金額 計 員数 単価 金 額 計 

 

総 事 業 費 

主 体 工 事 

    ㎡ 

  人 

 

   円 

 

       円 

 

       円 

 

   人 

 

   円 

 

      円 

 

       円 

 

 

補助金 

 

 

 単価 

 

 

主 体 工 事 

    ㎡ 

  人 

 

     円 

 

       円 

 

       円 

 

   人 

 

   円 

 

      円 

 

       円 

 

  

※障がい福祉課が所管する施設のみ記入すること。 

※欄が不足する場合は、別途資料を作成し添付すること。 

 

(注)長寿介護課、こども政策課及びこども家庭課が所管する施設にあっては、別途積算資料を添付すること。 



 

７ 資金計画  

総事業費        円 

寄附者名 職 業 

寄 附 金 

額  等 

預 金 等 

の  額 

年間所得 

法人との 

関  係 国庫・県・公益補助金              円 

福祉医療機構借入金              円 
         円        円        円  

市町村補助金              円 
      

建設自己資金              円 
      

 

うち寄附金              円 
      

うち共同募金会指定寄付金              円 
      

その他 

             円 
      

             円 計 
     

８ 借入金に対する寄附金贈与契約 

契 約 者 名 年齢 職  業 最高寄附年額 寄附総額 年間所得 所得の種類 法人との関係 

   円            円       円   

        

        

        

計        

９ 用地の状況（    年  月  日現在） 

所    在    地 
土地の現況 (登 記 簿 に よ る こ と ) 寄 附 ･借 地 の 別 

(賃借料･年額) 

取得方法等 抵当権設定状況 

地目 面積 所 有 者 法人との関係 方法 金   額 有無 抹 消 の 時 期 等 

  ㎡   円  円   

          

          

          

          

（注）登記簿謄本及び字図を添付すること。 

１０ 施設長予定者 

氏  名 年齢 職 業 
社会福祉 

関 係 歴 
社会福祉関係歴従事内容 

資 格 の 

有   無 
備   考 

   年    

 （注）施設長の資格を証明する文書を添付すること。 

 

 

 



 

１１ 協力医療機関及び嘱託医 

 医療機関(医師)名 診 療 科 目 名 
施設からの距離・時間 

備   考 
距   離 時   間 

協力医療機関   ㎞ 分  

嘱  託  医      

 

１２ 施設職員（施設長を除く）予定数 

職 種           

人 数           

 



様式第４号（第３条関係） 

 

                        新 設 社 会 福 祉 法 人 調 書 

法人名  施設名  施設の種類  定員 人 

法人の主たる事務所所在地  施設所在地  

 

１ 設立者 

氏   名 年齢 住    所 職  業 氏    名 年齢 住    所 職  業 

設立代表者        

        

        

        

        

 

２ 設立当初の役員等（履歴書を添付すること。） 

理事 

監事 

評議員 

の別※ 

氏 名 

親族等の

特殊関係

者の有無 

役員の資格等（該当に○） 他の社会福祉法人の

理事長への就任状況 事業 

経営 

識見 

地域 

福祉 

関係 

管 

理 

者 

事業 

識見 

財務 

管理 

識見 

有

無 
法人名 

理 事          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

監 事          

〃          

評議員          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

〃          

 ※ 理事のうち、理事長予定者については、○を付けること。 

 

３ 設立当初の資産 

区分 種 類 金額等 寄 付 者 職  業 寄附金額等 預金等の額 年 間 所 得 法 人 と の 関 係 

基 

本 

財 

産 

土 

 

地 

面 積 ㎡   円 円 円  

評価額 円       

現 金        

運 

用 

財 

産 

建 設 自 己 資 金        

運 転 資 金        

法人運営費  計     

 



様式第５号（第３条関係） 

既 設 社 会 福 祉 法 人 等 調 書 

法 人 名  
法人の主たる 

事務所所在地 
 法人設立 年   月   日 

既設の施設の 

種類及び施設名 

 施 設 

所在地 

 施 設 の 

認  可 

(届 出) 

年   月   日 

  年   月   日 

１ 役員等構成 

役職名 氏  名 年齢 住      所 職  業 
社会福祉・ 

医療関係歴 

社会福祉・ 

医療歴従事

内容 

親族等特別な 

関係にある者 

理事長        

理 事        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

監 事        

〃        

評議員        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

〃        

２ 法人財産 

基 本 財 産 運 用 財 産 負 債 総 額 正 味 財 産 

円  円  円  円  

３ 負債（借入金）内訳                               

借 入 先 当初借入額 償還済額 未償還額(利息額含む)     

         円         円         円 

    

    

４ 負債（借入金）の過去３か年間の償還実績（寄附者等の実績） 

寄附者等名 年度 年度 年度 計 法人との関係 備      考 

            円            円            円 円   

       

       

       

利子補給補助金       

本部会計繰入金       

      計       

 

 



 

５ 所轄庁の指導監査指摘の状況（過去３か年間） 

年 度 文 書 指 摘 事 項 左 の 是 正 の 状 況 

   

 



様式第６号（第３条関係）

建設資金 円

基本財産

　法人

　　　の 運用財産

独立行政法人福祉医療機構借入金償還財源

円

独立行政法人福祉医療機構以外からの借入金償還財源

を寄附する私の資産は下記のとおりであることを申し立てます。

住所　

氏名　 印

１　固定資産

地　目 面　積 固定資産評価額

㎡ 円 ㎡ 円

（注）固定資産評価額は市町村課税台帳による。

２　年間所得額（前年所得額） ３　預金等（　　　年　　月　　日現在）

所得の種類 預金等の種類 金額（評価額）

円 円 円

４　その他の資産

　　として　

 償還金

 現金

 土地

記

㎡

資　産　申　立　書

面　積

預金等の種類

固定資産評価額

金額（評価額）

土地所在地 建物所在地

所得額



様式第７号（第３条関係） 

 

審査対象社会福祉施設等の概要書 

 

施設名称：  

計画敷地の市町村名：  工事の種類： 

計画施設の法的な用途区分：         法の              に該当する 

都市計画区域の内外の別等： 

 □内（□市街化区域  □市街化調整区域  □区域区分未設定都市計画区域） 

 □外 

都市計画区域内の場合の用途地域： 

 □指定あり（           地域）  □指定なし 

造成の有無：□あり（造成に係る敷地面積            ㎡）  □なし 

計画敷地の面積          ㎡、 計画施設の延べ床面積           ㎡ 

 

関係機関と協議した事項 

  □敷地と道路との関係(建築基準法第４３条)・・・建築主事（※         ） 

      協議結果の概要（                                                               ） 

 

  □用途規制(建築基準法第４８条)・・・建築主事（※        ） 

      協議結果の概要（                                                               ） 

 

  □がけについて(建築基準法施行条例第４条、第５条)・・・建築主事（※         ） 

   協議結果の概要（                                                               ） 

 

  □開発許可について(都市計画法第２９条等)・・・土木事務所（※        ） 

                   （計画地が宮崎市、都城市、延岡市、日向市の場合は各市） 

   協議結果の概要（                                                               ） 

 

  □その他 

 

 

  県主管課  （         ） 

  担当者氏名 （         ） ※県において記載 

注記）１ 工事の種類の欄には「創設・改築・増築」のいずれかを記入すること。 

２ 建築主事（※   ）・土木事務所（※   ）には事前協議を行った機関名と担当者名を記入すること。 

添付資料：付近見取図・配置図（道路の種類・幅員・ガケ(勾配・高さ)・建ぺい率及び容積率が記入されていること）・各階平面図 

     ・その他必要な図面 



様式第８号（第３条関係）                                                                            

                                                                                                    

医療法人からの寄附に係る調書 

  

  医療法人名  

    所 在 地  

    設立年月日  

 １ 法人財産                                                                                      

基 本 財 産 運 用 財 産 負 債 総 額 正 味 財 産 

                千円                  千円                千円                  千円 

 ２  預金額等                                                                                      

     定 期 預 金      普 通 預 金     有 価 証 券      そ の 他 

                 千円                  千円                千円                  千円 

 ３ 寄附後の自己資本比率                                                                         

％   

 ４  役員等構成                                                                                     

役  職  名 氏    名 年   齢 
社会福祉法人に 

おける役職名 
そ  の  他 

  理   事   長     

  理       事     

     

     

     

     

     

     

     

     

 ５ 開設している医療機関名等                                                                      

医 療 機 関 名 医 療 機 関 種 別 開 設 年 月 日 そ の 他 

    

    

    

    

    

    

    

    

６ 県（医療主管担当課）と協議を行った事項  

      課 名（              ） 担当者名（                ）  

      協議年月日（              ）  

   協議結果の概要 



様式第９号（第３条の２関係） 

 

 宮 崎 県 知 事  殿 
 

 

療 養 病 床 等 転 換 整 備 審 査 申 請 書 

 

 

 

申 

 

請 

 

者 

 

 

  住    所 

 

（主たる事務所所在地） 

 

 

 

 

            （電話番号                ） 

 

  氏    名 

  法人名称及び 

   代表者氏名 

 

                                                   印 

 

                                                    

 

   申 請 年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

整 

 

備 

 

予 

 

定 

 

施 

 

設 

 

 

 

 

 転 換 予 定 年 度 

 

（整備種別） 

 

 

 

                     年 度 

 

（  創 設  ・  改 築  ・  改 修  ）  

  ※該当するものに○をご記入ください。 

 

 

 所   在   地 

 

 

 

 

 

 

 

 名       称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施 設 種 別 

 

  整 備 予 定 床 数 

転

換

前 

  

 

 

 

 

介護療養病床    床 

 

 

 

医療療養病床    床 

 

 

 

一 般 病 床       床 

 

 

転 

換 

後 

  

・介護老人保健施設  ・介護医療院 

 

・有料老人ホーム  ・ケアハウス 

 

・特別養護老人ホーム 

 

・特別養護老人ホームに併設される 

ショートステイ用居室 

 

・認知症高齢者グループホーム 

 

・小規模多機能型居宅介護事業所

 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

・生活支援ハウス 

 

・高齢者の居住の安定確保に関す 

る法律（平成１３年法律第２６ 

号）第５条の規定により登録され 

ている賃貸住宅 

 

 

                      床 

 

※ 同一病院又は同一診療所内

にある医療療養病床とともに

転換を図ることが合理的であ

ると認められるものに限る。 



様式第１０号（第３条の２関係） 

 

療 養 病 床 等 転 換 整 備 に 関 す る 意 見 書 
 

 

 

 

 

 
 

１  特段の支障はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
   ２  下記理由により支障があります。 
 

理由： 

                                                                                             

                                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

         

                                                                                             

                                                                                             

                                                                                

 

 

 上記のとおり療養病床等転換整備に関し意見を具申します。 

 

        年  月  日 

 

 

                      市町村長              印   

 

 宮 崎 県 知 事  殿                                                                
 

 

  
 



様式第１１号（第３条の２関係） 

 

療 養 病 床 等 転 換 整 備 調 書 
 

 

１ 資金計画 

 

総事業費     

 

                    円 

 

国庫・県・公益補助金 

 

                          円 

 

福祉医療機構借入金 

 

                          円 

 

市町村補助金 

 

                          円 

 

建設自己資金 

 

                          円 

 

 

 

 

 

うち寄附金 

 

                          円 

 

うち共同募金会指定寄付金 

 

                          円 

 

その他 

 

 

 

                          円 

 

                          円 

(注)別途積算資料を添付すること。 

 

２ 用地の状況（    年  月  日現在） 

 
 
 所    在    地 
 

 
 土地の現況(登記簿によること) 

 
寄 附 ･借 地 の 別 
 
(賃借料･年額) 

 
  取得方法等 

 
抵当権設定状況 

 
地目 

 
面積 

 
 所 有 者 

 
法人との関係 

 
方法 

 
金   額 

 
有無 

 
抹 消 の 時 期 等 

 

 

 

 

 

   ㎡ 

 

 

 

 

 

       円 

 

 

 

       円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）登記簿謄本及び字図、寄附を証する書類を添付すること。 

 

３ 建物の状況（    年  月  日現在） 

 
 
 所    在    地 
 

 
 建物の現況(登記簿によること) 

 
寄 附 ･借 地 の 別 
 
(賃借料･年額) 

 
  取得方法等 

 
抵当権設定状況 

種類 
構造 

 
床面積 

 
 所 有 者 

 
法人との関係 

 
方法 

 
金   額 

 
有無 

 
抹 消 の 時 期 等 

 

 

 

 

 

   ㎡ 

 

 

 

 

 

       円 

 

 

 

       円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

         

（注）登記簿謄本、寄附を証する書類を添付すること。 



様式第１２号（第３条の２関係） 

 
 

申 請 法 人 調 書 
 
 

 
 
法 人 名 
 

 

 

 

 

 
法人の主たる 
 
事務所所在地 

 

 

 

 

 
 
法人設立 
 

 
 
   年   月   日 
 

 
既 設 の 施 設 の 
 
種類及び施設名 
 

 

 

 
施 設 
 
所在地 
 

 

 

 

 

 

 
施 設 の
認  可 
(届 出) 
 

 
   年   月   日 

 

 

 

 
   年   月   日 
 

 
１ 役員等構成 

 
 
役職名 
 

 
（ふりがな） 
  氏  名  
 

 
 
生年月日 

 

 
 
    住      所   
 

 
 
職  業 
 

 
社会福祉・ 
医療関係歴 

 
社会福祉・医
療歴従事内容

 
親 族 等 特 別 な 
関 係 に あ る 者 

 
理事長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
理 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
監 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２ 法人財産 

 
基 本 財 産 

 
運 用 財 産 

 
負 債 総 額 

 
正 味 財 産 

 
           円 
 

 
           円 
 

 
           円 
 

 
           円 
 

 
３ 負債（借入金）内訳                               

 
借 入 先 

 
 当 初 借 入 額 

 
 償還済額 

 
未償還額(利息額含む) 

                                     
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        円 

 
        円 

 
        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 負債（借入金）の過去３か年間の償還実績（寄附者等の実績） 

 
 寄付者等名 

 
        年度 

 
        年度 

 
        年度 

 
     計 

 
法人との関係 

 
備      考 

 

 

 
           円 

 
           円 

 
           円 

 
           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
利子補給補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本部会計繰入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 所轄庁の指導監査指摘の状況（過去３か年間） 

 

年 度 

 

          文 書 指 摘 事 項     

 

         左 の 是 正 の 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１３号（第３条の２関係） 

 

審査対象社会福祉施設等の概要書 
 

 

 

施設名称：                                                   

 

 

 

計画敷地の市町村名： 

 

 

 

工事の種類： 

 

 

 

計画施設の法的な用途区分：         法の              に該当する 

 

関 

 

係 

 

機 

 

関 

 

と 

 

の 

 

協 

 

議 

  

 □ 都市計画法関係法令に基づく土地利用規制 

    

・協議年月日        年   月   日 

    

・協 議 結 果 （概要：                               ） 

 

・協 議 機 関  機関（部署）名                    印 

 

 

  

 □ 農振法及び農地法関係法令に基づく土地利用規制 

   

・協議年月日        年   月   日 

    

・協 議 結 果 （概要：                               ） 

 

・協 議 機 関  機関（部署）名                    印 

 

 

  

 □ 建築基準法関係法令に基づく土地利用規制 

   

・協議年月日        年   月   日 

    

・協 議 結 果 （概要：                               ） 

 

・協 議 機 関  機関（部署）名                    印 

 

 

  

 □ その他 

   

・協議年月日        年   月   日 

    

・協 議 結 果 （概要：                               ） 

 

・協 議 機 関  機関（部署）名                    印 

 

 

 

 注）工事の種類の欄には「創設・改築・改修」のいずれかを記入すること。 
  添付資料：付近見取図・配置図（道路の種類・幅員・ガケ(勾配・高さ)・建ぺい率及び容積率が記入されていること）・各階平 
     面図・その他必要な図面 


